
令 和 3 年 4 月 2 1 日 

環境局グリーン成長推進課 

「気候非常事態宣言」について

１ 気候非常事態宣言について 

 地球温暖化による気候変動を人類にとっての「非常事態」と位置付け、危機感を共有し

て具体的な対策を行うことを表明する宣言であり、2016 年 12 月に、デアビン市（オースト

ラリア）が、行政機関として初めて宣言した。 

２ 国及び他都市の動向 

（１）国の状況 

   日本政府として宣言していないが、衆議院（2020 年 11 月 19 日）、参議院（2020 年

11 月 20 日）で、「気候非常事態宣言」が決議されている。 

（２）他都市の状況 

   2019 年９月の壱岐市（長崎県）を皮切りに、約 60自治体（2021 年 4月 6日時点）が

気候非常事態宣言を行っている。 

うち政令市では、令和元年の東日本台風（第 19 号）の被害などを踏まえ、札幌市、

千葉市、相模原市及び堺市が宣言している。 

３ 北九州市議会による決議 （添付「気候非常事態宣言に関する決議」参照） 

令和 3年 2月定例会において、全会派一致で決議された。 

４ 本市の対応 

市民の代表である「市議会」による決議を重く受け止め、今後、市全体の機運醸成に

向け、市としての宣言も含めて検討するとともに、引き続き、環境審議会をはじめ、市民・

産業界の意見を聴きながら、脱炭素社会の実現に向けた取組みを着実に進める。 

＜添付資料＞ 

・【添付資料】気候非常事態宣言に関する決議（北九州市議会）  

・【参考①】千葉市気候危機行動宣言（千葉市長） 

・【参考②】ゼロカーボン都市の実現に向けた札幌の挑戦（札幌市長） 

 令和 3 年 3 月 26 日、北九州市議会において、「気候非常事態宣言に関する決議」

がなされましたので、ご報告します。 

＜決議の主な内容＞ 

気候危機の状況についての認識を共有し、その克服に向け、積極的に取り

組んでいくことを決意するために、市議会は「気候非常事態」を宣言。 

市に対して、市民や企業等の意見を丁寧に聴きながら、脱炭素社会の実現

に向けた政策を、着実に推進することを要請。 





添付資料



気候非常事態宣言に関する決議 

 近年、地球温暖化も要因として、世界各地を記録的な熱波が襲い、大規模な

森林火災を引き起こすとともに、ハリケーンや洪水が未曽有の被害をもたらし

ている。我が国でも、災害級の猛暑や熱中症による搬送者・死亡者数の増加の

ほか、数十年に一度といわれる台風・豪雨が毎年のように発生し深刻な被害を

もたらしている。 

 これに対し、世界は、パリ協定の下、温室効果ガスの排出削減目標を定め、

取組の強化を進めているが、各国が掲げている目標を達成しても必要な削減量

には大きく不足しており、世界はまさに気候危機と呼ぶべき状況に直面してい

る。 

 このような状況の中、衆議院・参議院は昨年１１月に「私たちは「もはや地

球温暖化問題は気候変動の域を超えて気候危機の状況に立ち至っている」との

認識を世界と共有する。そしてこの危機を克服すべく、一日も早い脱炭素社会

の実現に向けて、我が国の経済社会の再設計・取組の抜本的強化を行い、国際

社会の名誉ある一員として、それに相応しい取組を、国を挙げて実践していく

ことを決意する」こととし、その第一歩として気候非常事態を宣言した。同宣

言を行う地方議会や自治体も広がりつつある。 

 本市は、公害を克服する過程で培われた環境保全技術等を生かし、長年にわ

たり本市だけではなくアジア地域の環境改善に取り組むなど、国の「環境モデ

ル都市」「環境未来都市」、ＯＥＣＤの「グリーン成長都市」として我が国の

環境政策をリードし続けており、昨年１０月には、国と歩調を合わせ、２０５

０年までに脱炭素社会の実現を目指す「ゼロカーボンシティ」を表明した。 

 よって、世界の環境首都を目指す本市として、また、ＯＥＣＤの「ＳＤＧｓ

推進に向けた世界のモデル都市」、国の「ＳＤＧｓ未来都市」として環境面か

らのＳＤＧｓの実現を目指す本市として、市民や企業、行政等あらゆる主体が

気候危機の状況についての認識を改めて共有し、その克服に向け、さらに積極

的に取り組んでいくことを決意するために、本市議会は、ここに「気候非常事

態」を宣言するとともに、本市に対し、市民や企業等の意見を丁寧に聴きなが

ら、脱炭素社会の実現に向けた政策をより一層、着実に推進することを強く要

請する。 

 以上、決議する。 

  令和３年３月２６日 

                           北九州市議会   
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